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登壇者 

江澤博通（元 SMBC コンシューマーファイナ

ンス常勤監査役） 

江夏健一（早稲田大学名誉教授） 

岸 紀子（元日本金融新聞編集長） 

杉江雅彦（同志社大学名誉教授） 

晝間文彦（早稲田大学名誉教授） 

 

司 会  

桑名義晴（桜美林大学名誉教授） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

桑名義晴：それでは、この企画の後半に移りた

いと思います。今、５名の先生がたから、それ

ぞれのお立場から、どのような活動をなさって

きたのかということを中心にお話いただきま

した。これからは、５名の先生がたにはフロア

の皆さんとインターラクションしながら、座談

会を進めていきたいと思います。 

フロアの皆さんは、先ほどの話を初めて聞か

れたかもしれませんし、あるいはもう少し聞い

てみたいと思っておられるかもしれません。ご

質問等があれば、それについてさらにお聞きし

て、先生がたにお答えいただくという形で進め

ていきたいと思います。いかがでしょうか。 

 

坂野友昭*：学生も単に昔話をしても全然喜ば

ないので、古いことを聞いても、どのくらい役

に立つのかと多少思っていたのですが、非常に

面白いお話でした。ただ、単なる思い出話は将

来に活かせないと意味がないと思います。 

今日聞いた中で、この学会を考えると、日本

はかなり制度が整備されているわけでして、そ

れによってベネフィットを受けているわけで

す。世界中を見渡すとまだまだベネフィットを

受けていない国がたくさんあります。では、そ

ういったところに出て行くとなると、先ほどの

信用情報機関のようなものがないとか法的に

整備されていないとか、いろんなことがありま

す。そういう制度づくりに関して、学会は役に

立てることができるのではないかというのが

考えの一つです。 

そこで幾つか質問があるのですが、例えば、

昨日のお話を聞いていると、そもそもクレジッ

トビジネスをやる上で、信用情報機関のような

ものは本当に必要不可欠なのでしょうか。作る

としたら、そのシステムをどうやって作るので

しょうか。作るにはすごくお金がかかるわけで

すから、これに見合った効果がないと作る意味

もありません。特定の国を思い浮かべていただ

ければいいのですが、そういった国の中でクレ

ジットのアヴェイラビリティを高め、クレジッ

トビジネスを行うために、信用情報機関は必要

なのでしょうか。そういった国はかつての日本

のように、まだ信用情報機関が全くないという

状況ですね。それがないと、クレジットビジネ

スはできないものなのでしょうか？昨日のお

話と合わせて今日も聞いていると、もしかする

となくてもできるのではないかという気がし

ないこともないのです。もし、仮に必要だとし

たら、レガシーシステムでやるというのは幾ら

何でもコストがかかりすぎるのではないです

か。また、なぜ作るのかは別として、情報シス

テムを作って、情報が取られるようにすればい

いというだけではないですよね。法律的な制度

とか仕組み作りとか、あるいは教育とかそうい

ったことを全部含めた上で、学会としてどうい

う形で貢献していけるのでしょうか？ 

その辺をお聞きしたいと思います。誰に聞く

というわけではないのですが。 

 

岸紀子：はい。 

 

坂野：ではお願いします。 
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岸：お答えになるかわかりませんが、信用情報

機関の「社会的存在意義」の視点から事例を紹

介したいと思います。 

 世界銀行が年次で公表している調査資料に

「Doing Business」というのがあり、どの国が

「事業しやすい、起業しやすい」かという視点

で、様々な指標からランキングしています。こ

の指標の一つに「Getting Credit」という項目

があります。信用を得やすければ資金調達しや

すい、というわけですが、信用を得やすくする

には金融機関がリスクコントロールしやすい

環境が整っている必要がある。そこで、信用情

報機関がどのくらい整備されているかが指標

となっています。これは、個人データだけでは

なく企業、特に中小企業の信用情報整備状況も

問われますが、ただ、存在すればいいというこ

とではなく、高いポイントを得るためにはクレ

ジットスコアが提供されていることや、オルタ

ナティブデータも活用されているか、といった

ことが評価されます。 

 日本は、長年にわたりこの評価が極めて低い

です。企業データによる情報機関が存在しない

ということと、クレジットスコアが提供されて

いないことがその要因です。 

 信用情報機関以外の情報活用ということで

言えば、日本では先ほども触れました「情報銀

行」の推進が政策的に行われていますが、一方

で、EU の GDPR（一般データ保護規制）をき

っかけとして個人の権利が強化される方向に

あり、日本の個人情報保護法もそれに合わせて

改正が検討されていますから、自由に個人デー

タを活用できるというわけではありません。 

諸々考えると、海外の動きと同じ文脈では日

本を語れないのではないかな、ステージが違う

なと感じます。 

 

桑名：よろしいですか？他にはいかがでしょ

う？ 

 

江澤：昔話をさせていただければ、江夏先生が

米国を視察するコーディネータをされた 1979

年当時、私はまだプロミスの八重洲支店におり

ました。当時首都圏各社は、ジャパンデータバ

ンクに加入しており、当社の暗号名は「ケイン

ズ」でした。本人確認をされるわけです。「ケ

インズの××番です」と言えば、プロミスの八

重洲支店だということになるわけです。都内で

はそれがありましたが、地方に行きますと、貸

金業者があまりありませんので情報センター

に個人データはありません。本人確認と勤務先

確認などをして、また同業が出店している場合

は情報連携などをしながらの貸付でした。また、

地方の場合は、昔は素朴で素直な方が多かった

と記憶しています。それから今のような名前を
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聞いても何の職業なのかわからないものはあ

まりない時代でした。その職業を書けば、どの

くらいの給料かすぐわかりますし、国民健康保

険と社会健康保険が明確に区別されておりま

した。今は一人の会社でも社会健康保険です。

与信システムのベースは国民健康保険なのか

社会健康保険なのかということでした。すなわ

ち、自営または零細企業に勤めているのか大会

社に勤めているのかということです。大会社に

勤めていれば安定しているので、そうやすやす

とは辞めません。会社に対する忠誠心が高いと

いったところをベースにしておりました。そう

いうことからある程度その人のデモグラフィ

ックデータ、社会的なデータでもって与信をす

ることができました。それと、貸金業規制法が

まだ成立しておりませんでしたので、取り立て

ついても貸し手の自由度が高い時代でありま

した。そういった時代だったのです。 

海外展開の時は、宗教、政治体制、法律、戸

籍や住民票・ID が大事なことでした。少なく

とも住民票があるということは、追跡が可能と

いうことです。裁判により取り立てができます。

住民票があって、その人が勤めているところも

わかって、裁判もできるということは非常に大

事です。しかしながら、より効率的に、そして

効果的に仕事をしようと思うと、やはり情報セ

ンターが必要になってきますね。黎明期から発

展期にかけて、情報センターの必要性が高まっ

ていくのではないでしょうか。 

 

坂野：世界には、情報センターがなくてもきち

んとクレジットビジネスをやっている国はた

くさんあります。例えば、バングラディシュと

かインドには、いわゆるマイクロファイナンス

のようなものがあります。あれは金額が小さい

ですから、そもそもクレジットセンターを作っ

て情報を集めるのは採算的に合わないわけで

す。これは晝間先生のご専門ですが、経済学的

に言って情報の非対称性や逆選択の問題をど

うやって避けるかということになります。情報

センターは、基本的に貸す側が与信するという

前提に立っているわけですね。マイクロファイ

ナンスはグループ貸付けだけですから、危ない

人とは組みたくありません。与信の機能という

か選別の機能を、借り手側に移すという形でコ

ストを落とすことで成功しているわけです。で

すから、必ずしも情報センターがなくてもでき

るということもあるのです。 

それからもう一つ、江澤さんのお話ですと、

基本的に身元や宗教を確認するということで

した。住民票があれば分かるということですよ

ね。身元と宗教がわかっていて問題がないので

あれば、それこそ今のデジタル社会ならば信用

情報機関がなくても本人確認、宗教その他の情

報を集めることができるわけです。しかも、ほ

とんどコストもかからず集められるようにな

っています。最近のオンライン・レンディング

に関する研究でも、与信において信用情報を全

く使わなくても、実際の貸倒率や延滞率はほと

んど変わらないという結果も出ています。そう

いったことを考えると、本当にコストをかけて

まで信用情報制度を築かなければ、発展途上国

などではクレジット市場が発達しないのでし

ょうか。ただそうはいっても、もし役立つので

あればレンダースエクスチェンジのような信

用情報の交換でもやり方次第かと思います。ブ

ロックチェーンを使えばコストも安くなって

ごまかしも難しくなりますね。そういう面で、

どういう研究をすれば貢献できるのかなと考

えているところです。 

そういった意味では、AI 時代におけるパー

ソナルファイナンスでは信用情報センターは

必要なのかどうか、必要だとすればどういう形

が望ましいのかを思います。 

 

江澤：消費者金融を廃業した方々が、今、家賃
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保証会社を経営されています。家賃保証会社は

情報センターを使いません。貸金業者ではあり

ませんから、JICC に加盟できないのです。そ

れは消費者金融で培った本人の確認または保

証などを含めて、ノウハウ的に出来上がってい

るのではないかと感じます。それから、昨日の

お話の中でアリババデータビジネスが出てお

りましたね。中国では、徴税率が非常に悪かっ

たと記憶しております。ついこの間まで徴税率

が 60%くらいだったのではないでしょうか。

紙幣の問題もありますが、個人のお金はネット

上でしか動かしてはいけないという方向なの

ではないでしょうか。そういう中で、個人を管

理するための個人情報センターということな

のだと思います。韓国も同じです。 

韓国でノンバンク法を制定して、クレジット

社会になるときには地下金融が多く、徴税の問

題がありました。地下で回っているお金を表に

出そうということで、貸金を表面化させ、個人

消費はクレジットで決済させたと記憶してお

ります。また、促進策として宝クジなどを行い

ましたが、過熱したためか 200 万人が不良化

したということがありました。クレジットカー

ドを使ったとなれば、情報センターに登録され、

収支がチェックできます。ですから、日本とは

ちょっと感じが違います。成都や重慶で国の情

報センターに加入するに当たっては、家族の和

気あいあい的な情報、奥さんと仲が良いかとい

う情報も登録しなければいけないということ

でした。それをお客様に聞かなくてはならない

のか。当局と交渉していました。 

 

坂野：正直に答えるのですか？ 

 

江澤：いや、わかりませんね。 

昨日の報告でも、情報センターに家庭状況を

登録するというお話がありました。そういう面

では、個人を管理するという意味での情報セン

ターですね。そういうことも分けて考えないと、

わからなくなってしまうところがあります。諸

外国の情報センターの状況とは違うという感

じがします。 

 

岸：誤解されないように補足しますが、私自身

は、個人信用情報機関を皆が絶対に使わなけれ

ばならない、とは思っていません。 

 文化的・政治的な背景もあり、国によって全

く形態が異なるので、アメリカがこうだから日

本も、というわけにはいかないのが現実です。

ただ、個人信用情報機関を使わなくてもやれる

ならやればいい、法律で強制される必要はない

のではないか、というのが個人的な考えです。

むしろ法規制すると、個人信用情報機関からの

イノベーションが生まれにくくなる、新しい動

きについていけなくなる、そのデメリットの方

が大きいのではないかと思います。 
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 最初に、日本の個人信用情報機関は「多重債

務問題」の文脈でしか語られない、という話を

しましたが、銀行カードローン問題が起きれば

「銀行にも貸金のデータを限定的に使わせる

ことで凌ごう」という、対症療法的なことしか

できない。もっと抜本的な、市場インフラとし

ての在り方を論じるためには、一度「指定信用

情報機関制度」から離れて自由に考える必要が

あるのだと思います。 

 

桑名：どうもありがとうございます。他にはご

ざいませんか？はい、どうぞ。 

 

田中幸弘**：田中と申します。私自身この業界

には、日本信販にいた頃から関係させていただ

いております。実は、最近、法律の枠組みが変

わり始めております。クレジットも貸金業も、

いろんな証明書などの紙のデータをベースに

して本人確認をしてきました。ところが、今年

「デジタル手続法」という法律が通りました。

ネットで全ての証明書が、「ワンストップ」で

できるような時代になってしまったのです。全

く紙が手元にないということが前提になって

くる社会になりつつあります。そうなってくる

と裁判の時に、証拠とか審査書など、今まで紙

だったものがなくなってきます。どういう証拠

を出せばいいのか。裁判の IT 化という話が、

本格的に最高裁で始まっています。法務省の方

でもやっているようです。そういう枠組みがあ

る中で、地方都市では地銀が再編の嵐に巻き込

まれています。事業系の貸金業者さんが、貸金

業法改正でいなくなってしまって困ったとい

う話が昨日も出ていました。地銀も手が出せな

くなってくるという状況が、制度的にますます

進んできています。その時に、ソーシャルファ

イナンスをどうやって進めていくのかという

視点が、今必要になってきていると思います。

誰が資金を出していくのか。私たちの学会とい

うのは、実際にそれぞれの個人がファイナンス

を受ける時にどんなふうなのかということか

らスタートしていますが、知らないうちに個人

の方々が資金の出し手になっています。ですか

ら私たちの学会で取り上げる対象の中に、ファ

イナンスの出し手としての個人の視点という

のも、この先入れていく必要があるのではない

かと思います。そういう外部の状況の変化は、

実は国内だけではありません。 

 

桑名：できるだけ短めにお願いします。 

 

田中：はい、わかりました。 

裁判セキュリティの関係で、安全保障もして

情報の信用性のところに関与してくる度合い

が増えました。その時に保証信用情報機関や情

報を取り扱っておられる方々が、今まで通りの

枠組みで仕事ができないようになっています。

そういう状況の変化について、先生がたにご意

見を伺いたいと思います。 

 

桑名：他にどなたかいらっしゃいますか？ 

 

江夏：では先に。今までの皆さんの議論の中か

ら、気づいた大きなことがあります。それは、

情報であれ何であれ、制度が必要だとかいろい

ろありましたが、昨日今日の議論の中に一つだ

け気づいて欲しいことがあります。それは、か

つて我々が非常に問題視しましたし、これから

も重要になってくると思いますが、プライバシ
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ーということが一つ気になっています。つまり、

いかに安全に利用するか、ですね。社会、個人、

国民という中の「個」の部分は、尊重するべき

ものとして保護するというバランスについて

議論してきました。そこに棹差して、あえて踏

ん張って何かを発信するのも、学会の役目なの

ではないかと思います。ですから、プライバシ

ーそしてデジタライゼーション、グローバライ

ゼーションに、いかに我々は公平にあるいは正

しい立場で発信したり判断をしたりするのか

ということが重要ではないでしょうか。 

今まで伺った内容での、私の感想です。 

 

桑名：どうもありがとうございました。 

専門的な研究課題をどう研究するのかという

お話でした。杉江先生が今後の学会の将来の課

題ということを、先ほどお話をされておられま

したが、後でもう少しお話されるということで

したね。よろしければお願いいたします。 

 

杉江雅彦：これからということになってくると、

さらに学会の研究範囲あるいは分野というも

のが拡大していくという意味で、「羽ばたき」

と申し上げました。もう一つは「深掘り」とい

う言葉を使わせていただきました。これは、何

と言っても、パーソナルファイナンスとは一体

何なのだろうかということを、もう一度真剣に

考えていくべきではないかというのが発想の

始まりです。これまで消費者金融サービスとい

うところの研究から始めてきたわけですが、こ

れはあくまでもファイナンスという「借り入れ

る」ということで、クレジットあるいはそれに

関する情報の問題が繋がってくるのだと思い

ます。それから、今もちょっと話がありました

が、ソーシャルファイナンス、ベンディングの

問題があります。ですから、そこにおける貸し

手をどう考えていくのかということですね。単

なる「借り入れ」という意味でのファイナンス

ではなく、資金をどう手に入れるか、どう提供

するのかということが進んでいくと、「自分の

資金をどう運用するか」というインベストメン

トまで行くわけです。ですから、それぞれのと

ころにいろんな問題があります。現実には法的

な問題もありますし、経済的な課題もあります。
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もう一度、パーソナルファイナンスの範囲や、

それをどう分類していくのかということを、私

は「深掘り」と言ったわけです。日銀がこの頃

盛んに使っている、マイナス金利の深掘りでは

ありませんが。そういうことも必要なのではな

いかと思います。先ほどからお話を伺っている

と、情報の問題も非常に大きいですから、そう

いうところまで進んでいくのだなと思いまし

た。その意味でも基本的なところをもう一度き

っちり締めて理解するというところから捉え

直すというのも、学会の一つの責任ではないか

と思っております。したがって、そういう問題

に関して私の提案としては、15 周年の時は桑

名先生に力を入れていただいた記念論文集に

は大変なお金がかかっておりましたが、せっか

く 20 周年になりますので、お金をあまりかけ

ないでひとつのテーマにしぼって深堀りする

シンポジウムをやっていただきたいなと考え

ています。そういうことが、具体的に私の言い

たかったことです。 

 

桑名：ありがとうございました。ほかにどなた

かご発言いかがでしょうか？よろしいですか。

それでは晝間先生、どうぞ。 

 

晝間文彦：この場で何もしゃべらないというの

は、申し訳ないですね。特に具体的な提案があ

るわけではないのですが、先ほど申し上げた、

匿名経済と顕名経済についてです。昨日、中川

さんと休憩室でお会いした時にお話ししたの

ですが、経済学でいうと顕名化の経済の下では

全ての市場において個々人の需要曲線がわか

ってしまうということが、おそらく究極の話で

はないでしょうか。それが本当にいいことなの

かどうかということは、経済でいけば個々人の

需要曲線がわかれば、企業はその個々人に対し

て独占になります。要するに、消費者余剰を取

れるわけですから、各単位別に需要曲線が右下

がりになれば、１単位目は 100 で２単位目は

95 ということがわかります。それが本当に実

現するかということも問題ですが、本当に実現

した時に消費者はどうなのでしょうか。消費者

余剰ゼロになるのではないかと思います。経済

学において消費者余剰がゼロになる世界とい

うのは、消費者にとってはあまり良くありませ

ん。儲けは全部企業の方に行ってしまうという

結果になるのが、経済学では一つの論理的な帰

結になるのではないかと思います。経済学では

それでいいのかもしれませんが、先ほど江澤さ

んが言っておられた奥さんとも仲が良いかと

いったこともわかってしまいます。そういうこ

とが前提にあると、経済以外のことでもその情

報を使うということが当然出てきます。すると、

社会の在り方も変わるというふうに中川さん

の話にも繋がってくるのではないかと思いま

す。それはおそらく、江夏先生もおっしゃって

いたプライバシーの範囲をどう考えるのかと

いうことにも、本質的につながる問題かなとい

うふうに思っています。顕名経済を推進する学

派や在り方、そういう人たちの認識は、昨日の

お話で出ましたように金融業だけではなくデ

ータ産業にもあります。信用情報機関とかいう

のはそもそも、金融があって、お金を貸すとき

に欲しい情報があるということなのでしょう。

今の世界は消費者金融あるいは信用があって、

すでにそういう情報を集めていて、必要なとこ

ろにそれを売るというだけの話です。信用情報

機関というのは、情報先を限ってその度に作る

ということを制度としてやろうとしているの

だと思いますが、今の方向は逆で、情報があっ

てそれを輪切りにして売れる先を探すという

ことです。今は、視点がちょっと逆になってい

るのかなと思います。経済学をやっている人は、

一種極端なことを考えていますから多分どこ

か間違っているのだろうと思いますが、そうい

うふうに考えられるのが匿名経済と顕名経済
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の帰結の一端かという気がしています。 

 

桑名：どうもありがとうございました。 

岸さんは先ほど、個人の将来の課題と若干学

会に対する期待も言われましたが、もう少し学

会に対する期待あるいは学会の課題がござい

ましたら簡潔にお願いできればと思います。い

かがですか？ 

 

岸：はい。最初に紹介しました学会設立時の私

のコラムに「全く理解されていない業界」とい

う表現がありました。それから 20 年経って、

理解が進んだかと言えば、あまり進んでいるよ

うには見えないと思っています。 

 なぜ理解が進まないのか、その大きな原因は、

法改正前後に大変な社会的批判にさらされて、

それが研究の深耕にも影響したからではない

でしょうか。今、真正面から業界を評価して現

状に異議を唱えることについては、業界自身を

含めて弱気になっていると感じます。 

 以前は、個人向けの小口融資と言えば消費者

金融だけの話として語られましたが、今は銀行

もある、FinTech 企業による新たな取り組みも

ある、そうしたものを含めて全体を俯瞰した上

での研究ということであれば、もっと前向きな

研究が進められるのではないかと思います。 

 

桑名：どうもありがとうございました。時間も

残り少なくなってきましたが、最後に江夏先生

から学会の将来の在り方等についてお話しい

ただければと思います。 

 

江夏：いろいろ議論されてきまして、ちょっと

思い起こしました。かつて私にはとても難解だ

ったのですが、「Panoptic Sort」という本を翻

訳したことがございます。それは、いわゆる監

視社会に対して警鐘を鳴らしたものでした。個

人にしろ組織にしろ経済的な利益を求めるこ

とと、それを管理する政治なり上に立つ者によ

る、ある種の融合、結合でこの世の中がますま

す監視社会になると警鐘を鳴らしていました。

そこで、私は思うのですが、先ほども杉江先生

がおっしゃいましたが、今挑戦する課題は、弱

者の思考からの考えです。ハザードとハラスメ

ント、それからハンディキャップというものを

挑戦課題の中に入れたら面白いだろうと思い

ます。それから重視すべき研究と研究の在り方

としては、sensibility と successability それから

socialization の３つです。３つでなくてもいい

ので、その中のどれか一つに焦点を合わせた課

題について、通説や俗説に流されない独自のお

立場の研究をしていただければ嬉しいなと思

います。 

 

桑名：ありがとうございました。 

これからの学会の在り方や課題について、さ

らにご意見があると思いますが、今回は本学会

のこれまでの 20 年を振り返るという点にウエ

イトを置いた座談会でした。聞くところによる

と、来年は将来の学会の課題について座談会を

行うということですので、今回は過去にウエイ

トを置いた形になりました。先ほどもお話があ

りましたように、単に過去を回顧するのはあま

り意味がないと言いますが、むしろ歴史を研究

して将来を洞察するということに意味があり

ます。改めて、歴史の重要性が問われておりま

す。江夏先生が理事長をしておられる日本経済

学会連合でも今度経済学の先生がたが中心に

なって、「学部で経済史をどう教えるか」とい

うシンポジウムを開催します。そういったこと

が大事ですね。 

今、いろいろな意見がありましたが、最後に

司会者として一言言わせていただきます。今回

の全国大会のテーマもそうですが、まさに今、

デジタル化がどんどん進んでおりまして、たと

えば、企業と顧客の関係が大きく変わってきて
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おりまして、今は顧客が中心となっています。

昨日の発表にもありましたが、ネットワークの

社会になりますと、個人がベースになります。

我々がベースになっていくわけで、企業と個人

の立場がこれまでとは全く逆になってきまし

た。先ほど江夏先生が言われたように、そうは

いっても個人の情報が全部取られているわけ

です。僕も最近はアマゾンで映画をよく見ます。

しかし、それが先方に全部わかるわけですよ。

たとえば、僕の趣味もわかってしまう非常に気

持ち悪いですね。書物だったらまだいいのです

が、映画で自分の趣味がわかってしまう。僕は

「これは困ったな」と思うこともあります。そ

こで CSR（企業の社会的責任）の重要性などが

言われているわけですね。昨日の懇親会の時に

も言いましたが、今一方では非常に便利になり

ましたが、他方においては、その便利さを享受

できない人もたくさんいる。たとえば、アメリ

カにはカードを持っていない人がたくさんい

るわけです。キャッシュレス時代と言われなが

らも、カードを持っていない人がたくさんいる

のです。また、アメリカの大学生で、授業料が

高いから途中で辞めてしまう学生はたくさん

います。そこで、アメリカの大学も、パーソナ

ルファイナンスを学生のうちから教えるべき

だと言われているのです。日本はまだそこまで

になっていませんが、日本も格差社会になって

くると、そういった人たちが増え、どうするの

かという問題がでてきます。一方ではファイナ

ンスに関する技術が発展していきますが、他方

では格差社会になるといろいろな問題がでて

きますので、我々としてもそのような問題につ

いて、ファイナンスの中でどう研究していくの

か。それも学会に与えられた使命というか、学

会の社会的存在が大事になるのではないかと

思います。 

うまく整理できませんが、社会も変わるし企

業も変わるし、我々個人も変わる中で、そうし

た問題をどう考えていくのかというのが非常

に重要な課題ですので、学会としてもそれらの

問題に取り組んでいかなければならないと思

います。繰り返しになりますが、来年の全国大

では学会の将来の在り方も含めて議論される

のではないかと期待しておりますので、今日の

座談会を来年に繋げていければということで、

終わりにしたいと思います。どうもありがとう

ございました。 

 

山本崇雄***：これをもちまして、２日間にわた

り開催してまいりました第 20 回パーソナルフ

ァイナンス学会の全国大会を終えますが、結び

に一言申し上げさせていただきます。 

残念ながら、私

は全部の講演等

を拝聴できなか

ったのですが、昨

日、Alipay の経済

圏拡張の話や、個

人情報の問題で

日本は今後大丈

夫なのだろうか

というお話が出てきました。他方で AI を積極

的に学ぶ若者もいるという、若干明るい話もあ

りました。今日はネット金融サービスの問題や、

今の座談会でも企業は差別化を図るのは当然

のことですが、研究者としても人とは異なる立

場で考えたり行動したりするというご意見を

拝聴しまして、私自身の心にも突き刺さる、い

ろいろなことを考えさせられる２日間でした。 

大変拙い学会運営で、いろいろご迷惑をおか

けしたと思いますが、登壇者の先生、コメンテ

イターの先生、司会の先生そしてこちらにお越

しいただいた先生がた、２日間本当にありがと

うございました。 

余談ですが、今の「差別化」という点でお話

しすると、白楽駅に向かう時に商店街がありま
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す。元気な商店街ですが、ここから向かうと左

側には闇市だった建物が未だに残っておりま

す。キャッシュレス・ペイメントとは無縁です

が、人情商店街として我が道を行く世界が広が

っておりますので、もしお時間のご都合がよろ

しければ行っていただければと存じます。 

来年またこの時期だと思いますが、皆様にお

会いできるのを楽しみにしております。本当に

２日間ありがとうございました。 

 

*パーソナルファイナンス学会会長、早稲田大学教授 

**新潟大学教授 

***第 20 回大会実行委員長、神奈川大学教授 
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